変更申出書の提出書類について

	
	№
	必要書類名
	注意事項

	
	①
	申出書（別紙様式）
	・　必要事項をもれなく記入すること。
・　欄が不足する場合は適宜別紙等を作成すること。

	
	②


	土地登記事項証明書（全部事項）
※原本１部
	・　申出地すべてのものが必要

・　法務局で取得すること

	
	③


	法人登記事項証明書及び法人定款
※原本１部
	※　申出者が法人の場合は必要

・　法務局で取得すること

	農用地区域への編入の場合は、以下の書類は不要です

	
	④
	事業計画書（別紙様式）
	・　事業内容が詳細に分かるように具体的に記載すること。

	
	⑤
	位置図（１部）


	・　住宅地図等の写し等、申出地の位置及び付近の状況を示す地図に、申出地を朱書きで明記すること。

	
	⑥
	字図（原本１部）
	・　法務局または市役所税務課で取得できます。
・　申出地筆界を朱書きで囲むこと

・　申出地及び隣接地の地番、地目、所有者、耕作者
を明記すること。（現況又は現所有者が異なる場合は、（　）書きで併記すること）

・　分筆予定の場合は分筆予定線を朱書きで明記し、求積図を添付

	
	⑦
	配置図（１部）


	・　施設等の配置、公道からの進入路の位置関係、施
設間の距離、隣接地との距離及び方位等を明記する
こと。（平面図）

・　増築又は敷地拡張の場合は、既存建物等を含み明
記すること。

・　資材置場については、事業者の社屋及び現在の資
材置場の位置、並びに敷地内における資材ごとの配
置及び通路等を明記すること。
・　駐車場については、事業者の社屋及び現在の駐車
場等の位置、並びに敷地内における収容台数が分か
るように駐車区画線を明記すること。また、現状及
び将来を見通した駐車台数等の積算資料等を提出
すること。

	
	⑧
	施設の概要図（１部）
	※　施設建設の場合必要
・　施設等の構造、階数、建て面積、用途等を明記すること。（平面図及び立面図）

	
	⑨
	現況の位置図及び配置図
	・　現況の建物（事務所等）、駐車場、資材置場等の位置及び配置を明記すること。
・　申出地との位置関係を明記すること。

	
	⑩
	給・排水の経路図（１部）
	・　処理方法（雨水（自然流下、溜桝）、生活排水・汚水（浄化槽、公共下水道等））、処理後の放流先について、流れの方向、位置及び既設水路等までの取り付け等を詳細に明記すること。
・　農業用排水がある場合、用水・排水を明記すること。
・　配置図に併記しても可。

	
	⑪
	代替性を検討した検討地の位置図
（１部）
	・　提示された検討地以外の土地についてお尋ねする場合があります。

	
	⑫
	その他参考となる図面（１部）


	・　土地の造成計画図等を添付すること。

・　用・排水路、里道等の付け替えがある場合は、その図面を添付すること。

	
	⑬
	隣接農地承諾書（１部）
	・　水路や道路で分断されている等、隣接地でなくとも、農業上の影響がある場合は必要となる。
・　所有者、耕作者とも承諾を受けること。

	
	⑭
	排水承諾書（１部）
	・　管理者（水利組合等）の承諾が必要。

	
	⑮
	議事録（１部）


	※　申出者が法人の場合は必要

・　必ず原本証明をすること
・　当該事業実施について法人としての意思決定が確認できるもので、議事の内容は利用目的等が明確になっていること。

	
	⑯
	その他の添付書類
	・（根）抵当権者の同意書、仮登記権者の同意書等

・他法令の許認可の手続き状況を記載した書類等


（注意事項）

・　変更申出書の提出後、現地確認等のために市の担当職員等が申出地や既存施設に立ち入り、写真撮影等を行う場合がありますので、あらかじめご了承ください。

・　変更する場合は法定の要件があり、また、変更面積は必要最小限の面積となりますので、事前に事業計画等を十分検討の上、申出ください。
・　変更申出書の「９当該地を選定した理由」欄の各条件の書き方は、「申出地（計画地）がどういう条件の場所にあるか」を記入するのではなく、「事業計画を達成するためにはどのような条件の土地でなければならないか」を書くものです。

・　必要に応じて追加書類等を提出していただく場合があります。

・　軽微な変更の場合、通常は１ヶ月程度で用途区分の変更申し出についての回答を通知できますが、個別変更申出に係る計画案の公告縦覧期間に入った場合、回答まで２ヶ月程度かかる場合があります。ご注意下さい。

※　計画案の公告縦覧期間　①６月末～８月末　②１２月末～翌２月末　その時により期間は多少前後します。
・　農地転用許可その他法令上必要なものについては、別途許認可手続きを行ってください。農地転用等必要な手続き及び事業に着手しないものについては、再度農用地区域に編入する場合があります。

